
 

 

春 

２０１７年 

 春の色のいたりいたらぬ里はあらじ 

咲ける咲かざる花の見ゆらむ 

（よみ人知らず） 

 

 皆様お元気ですか。 

 自宅前の公園の桜の木が、何時、花を咲かせるか毎日見ていますが、今年は昨年と比

べると少し遅すぎる感じです。（この原稿を書いている 3月 27日時点で蕾が膨らんで開

花まで 2日、3日はある様子です。） 

飯塚市議会では、今年の 2 月 26 日に行われた飯塚市長選挙で選出された片峯新市長

により、3月定例市議会が 3月 9日から 3月 24日まで開催されました。 

 新市長誕生後幾日もない中での 3月定例市議会の開催の為、一般会計を初め各会計と

も新年度（4月 1 日から）の義務的な予算が計上されたものの議案審議となりました。 

 新しい市長の政策を考慮した予算、条例については次回の 6月定例市議会に提案され

審議する事になります。 

市民生活に差し障りの無いように、予算案・条例案の審議を優先した日程で議会運営

が行われました。(一般質問が日程の後半と変更されたため、多少の戸惑いが生じまし

た。)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 29年 3月 4日開催された飯塚市新庁舎落成式にて） 
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新飯塚市長の動きに関して 
 昨年の 12 月 22 日の新聞報道から始まった前市長と前副市長の賭マージャン問題は

平成 29年 1月 31 日での両者の辞職で終わりましたが、新年度の政策・予算編成時期と

重なったため市政に大きな混乱を生じさせました。 

次の市長には、誰がなるのか関心が高まりましたが、教育長だった片峯氏が立候補す

ることを決めたことを聞き、市政に対する取組みについてお尋ねいたしました。 

市政に臨むには、飯塚市を「子どもたちの未来を拓く教育のまちづくり」「高齢者が大

切にされ、活躍できる福祉のまちづくり」「地元に働く場所がある活力のあるまちづく

り」「文化やスポーツが盛んな健康なまちづくり」を考えているとのことでした。 

人口の減少はまちの活力が失われていきます。今後のまちづくりには、人口減少をい

かに防いでいくか、急激な人口減少をどうして緩やかにするのかが大事であると思いま

す。そのためには、人口の自然減に対して自然増をどの様な政策で取組むのか。社会的

人ロ増をどの様な政策で取組のかが問われます。 

飯塚市で安心して子供を産み育てられる環境づくり、飯塚市で安心して生活を営むこ

とのできるまちづくりが必要になってくると思います。 

片峯新市長が 2月 26日誕生しました。 

3月定例会市議会初日の 3月 9 日開催の本会議冒頭で片峯新市長の「少子高齢化社会

への対応、子育て・教育環境の整備と充実、地域経済の活性化等に取組み、すべては市

民のためにとの思いで市政運営を行う、飯塚市の未来づくりを加速させる。」との就任挨

拶がありました。 

早速、飯塚市の組織再編の一部手直しが行われました。 

その 1つが、部長級室長を置く「都市施設整備推進室」で、筑豊ハイツの今後の整備

の在り方を検討し具体的な事業展開をすることと、地方卸売市場を含む菰田地区活性化

基本方針の具体的な事業展開を検討することを目的に設置されたものです。 

また、筑豊ハイツに南アフリカ共和国の車いすテニスのパラリンピック事前キヤンプ

地として誘致するための業務も行います。（市長は、自ら南アフリカ共和国大使館へ出向

き挨拶をするとともに、4 月下旬までには南アフリカ共和国を訪問することを希望し、

直接訪問して飯塚市のセールスを行う予定と聞いています。）  

また、市長選挙の際、新聞報道で取り上げられていました待機児童対策の具体的な取

組を業務とするために、子育て支援課に待機児童対策担当次長を置くことになりました。  

（この 3月定例市議会では一般質問で待機児童対策解消への提案をしましたので、関心

を持って待機児童対策を見ていきたいと思っています。）  

6 月定例市議会には政策的予算が計上されますが、飯塚市の未来づくりが加速する積

極的な予算が示されることを期待したいと思います。 
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平成 29年 3 月定例市議会報告 
平成 29年 3月定例市議会が、3月 9 日（木）から 3月 24日（金）まで開催されまし

た。 

新市長就任直後の為、平成 29 年度の一般会計予算は、人件費等の義務的経費が計上

され、総額 619 億 4100 万円となっています。（新市長の政策を反映する予算について

は、6月定例市議会に提案される事に成ります。） 

特別会計 12 件の総額は、503 億 5229 万 2 千円、企業会計 4 件の総額は 78 億 9499

万 4千円となっています。 

条例議案は、次の 9件提案されました。 

〇飯塚市付属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例（効果的で効率的な行政運

営に関して審議評価するため行政評価委員会を設置する。・行財政改革推進委員会、市の

歌制定委員会の廃止。） 

〇飯塚市職員定教条例の一部を改正する条例（行財政改革による組織の再編に伴い各部

局の定数を変更するもので合計定数は 952 人で変わらない。） 

〇飯塚市税条例等の一部を改正する条例（地方税法等の改正に伴うもので、住宅ローン

減税措置の対象期間を 2年半延長し平成 33年 12月 31 日とする。軽自動車税のグリー

ン化特例の 1年延長、平成 29年 4月 1 日施行。軽自動車の環境性能割の導入燃費に応

じ取得価額の最大 2 %、平成 31年 10月 1日施行。法人市民税法人税割の税率を資本金

等 1 億円超を 12.1%から 8.4%に、資本金等 1 億円以下を 9.7%から 6.0%に変更するも

ので平成 31年 10月 1日施行。  

〇地方税法第 6条の規定による固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条

例（飯塚医師会所有施設名を飯塚医師会臨床センターから飯塚医師会検診検査センター

と変更に伴うもの。） 

〇飯塚市教育研究所条例の一部を改正する条例（教育研究所の新庁舎への移転に伴い位

置を改めるもの。平成 29年 5月 8日施行。） 

〇飯塚市市民交流プラザ条例の一部を改正する条例 (管理を指定管理者から市の直営で

行うもの。平成 29年 4月 1日施行。） 

〇飯塚市青少年問題協議会条例及び飯塚市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条

例（組織の再編に伴い庶務担当部を変更するもの。平成 29年 4月 1日施行。） 

〇飯塚市介護保険条例の一部を改正する条例（介護保険法施行令が改正されることに伴

い、平成 29 年度における第 1号被保険者の保険料段階の判定に関する基準の特例を定

めるもの。平成 29年 4月 1日施行。） 

〇飯塚市霊園条例の一部を改正する条例（市内に住所を有しない使用者の管理人の選定

の特例を設けるもの。平成 29年 4月 1 日施行。） 
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〇飯塚市都市計画事業飯塚東町土地区画整理事業施行規定に関する条例を廃止する条

例（事業の完了に伴い廃止するもの。平成 29年 4月 1日施行） 

〇飯塚市計画下水道事業受益者負担に関する条例及び飯塚市公営企業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例（県の都市開発区域の再編及び名称変更に伴い、飯塚都市

計画を筑豊広域都市計画とするもの。） 

認定案件は、開発帰属に伴う市道路線 1路線 112.6m が提案されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事案件は、次の 7件が提案されました。 

〇教育委員会委員の任命につき議会の同意を求める 

こと。（平成 29年 5月 16日任期満了の為 1名を任 

命するもの。） 

〇人権擁護委員の推薦につき議会の意見を求めるこ 

と。（平成 29年 6月 30日任期満了の為 3 名と欠員 

1名の 4名についての 4件） 

〇副市長の選任につき議会の同意を求めること。 

（飯塚市上下水道管理者の梶原氏を平成 29 

年 4月 1日より副市長に選任するもの。） 

〇教育委員会教育長の任命につき議会の同意を求 

めること。（飯塚市立飯塚第一中学校校長の西氏 

を平成 29年 4月 1日より教育長に任命するもの。） 

報告事項は次の 5件が報告されました。 

〇平成 28年度飯塚市土地開発公社予算の補正 

〇専決処分の報告 4件（市道不良による事故について 1 件、業務中の交通事故について

2件、市営住宅使用料の滞納者 4名に対して飯塚簡易裁判所に和解を申立てるもの 1件） 

市の組織改正が平成 29 年 4月 1日より行われ、これまでの上下市道事業と市立病院

事業を統合して、企業局が設置されますが、その企業管理者には総務部長の石田氏が就

任します。 
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市役所の組織・機構が一部変更になります。 

（平成 29年 4 月 1 日より） 
変更の内容の主なものは、総務部に「秘書広報課」を設置して市長日程等に関連する

業務と広報活動を一元化し事務効率を図る。 

企画調整部と財務部を統舎し、「行政経営部」とし、都市施設整備推進室を新たに設置

し、筑豊ハイツ・地方卸売市場についての具体的な事業案を策定することと、東京オリ

ンピック・パラリンピックに向けての専業展開を行う。 

「市民協働部」を新たに設け、企画調整部の人権・同和政策課、男女共同参画推進課

市民環境部のまちづくり推進課、子ども・健康部の健康・スポーツ課を所管とし、新た

に 「地域拠点施設整備室」を設置して、地区公民館施設の整備とまちづくり活動の拠点

整備を行う。 

福祉部に 「待機児童対策担当次長」を配置して待機児童について対応する。 

上下水道局と市立病院経営室を統舎して 「企業局」とし企業管理課を設ける。 

子ども・健康部は廃止し、子育て支援課は福祉部へ、医療保険課は市民環境部へ、健

康・スポーツ課は市民協働部へ移設する。 

「筑豊ハイツ」競技別強化拠点施設指定 
筑豊ハイツが、2 月 10 日にスポーツ庁のナショナルトレーニングセンター競技列強

化拠点施設に指定されました。 

市議会の経済建設委員会では、公共施設の見直しの中で筑豊ハイツは宿泊機能等は無

くしてテニスコートは残すとする市の考えに対して、2020 年開催予定の東京オリンピ

ック・パラリンピックや、スポーツをする人たち・団体の利用を考えるとホテル形式の

宿泊施設ではなく合宿が出来る様な形態の建物に変えることが望ましいと考え、県が管

理する筑豊緑地公園との一体刑用を考えるように行政に働きかけて来ました。 

今回の指定を受けて、改めて、筑豊ハイツの在り方については十分に考えて行かなく

てはならないと思っています。 

飯塚市では、東京パラリンピックの車いすテニスの事前キャンプ地の誘致を目指し、

南アフリカ共和国のホストタウンに登録していますが、取組が遅れています。また、現

状の屋内テニスコートは雨漏りがしている部分があり、早急な改修が望まれます。 

今回、市の組織機構の再編成で行政経営部に新たに都市施設整備推進室を設け東京パ

ラリンピックヘ向けて取組を強化する方針が出されました。 

片峯新市長も、南アフリカ共和国に出向いて事前キャンプを誘致すると言っています

ので期待をしているところです。 
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保育所入所の待機児童対策について一般質問 

（保育士確保は市独自の就学貸付金導入で） 
質問  待機児童対策について平成 28 年 3 月市議会の一般質問で、保育所に入れない子

供たち(待機児童)についての対応を要望致しましたが、その際の前副市長の答弁は、 

〇「こども・子育て支援事業計画」の保育所の入所数が、予想数と違っていることにつ

いては、検証する必要があると思う。 

と言われましたが、事業計画の子どもの出生数の見直しはされたのですか。  

〇保育士の処遇の改善については、国に対して要望を行っていきたいと思う。 

と言われましたが、国等への要望活動は行われたのですか。 

〇保育士の処遇については、飯塚市でどこまでできるのか財政状況等を見ながら検討し

ていきたいと思う。 

と言われましたが、飯塚市での改善対応はどのように行ったのですか。 

答井  子どもの出生数の見直し等の人口の推移については、見直しをしていない。 

保育士の処遇改善については、福岡県市長会・県都市福祉事務所長会を通じて国に 

要望を行った。 

保育士確保には、就職された場合 12 万円を補償する保育士就職緊急支援事業を行い

3名の利用があった。 

質問  2月 26 日に飯塚市長選挙が行われ、この際の論点に、「待機児童」についての取

組みが掲げられていましたが、新聞各紙の記事には、「希望する保育所に人れない待機

先童数が 2月 1日時点で 99人」とありました。平成 29年 1月 31日開催の厚生委員

会の質疑では、待機児童が発生している保育所名が挙げられています。再度確認しま

すが、待機児童の発生している保育所はどのようになっていますか。 

答弁  1月 31日の厚生委員会へは、1月 1日現在で 90 名の保育所の未利用児童があっ

た。その内訳は、公立で 0歳児 12名・1歳児 5名・2 歳児 3名、私立で 0歳児 40名・

1歳児 12 名・2 歳児 11名・3歳児 3名、市外で 2歳児 1名・4歳児 1名となってい

る。 

質問  待機児童が発生しているのは、保育士が足らないという事に尽きるのですか。 

答昇  平成 27 年度から保育所に人所要件が緩和された。女性の社会進出により保育所

入所申請世帯が増加。女性の育児休業取得が浸透してきた。保育士の不足が要因と考

えている。 

質問  飯塚市「子ども・子育て支援事業計画」の計画よりも平成 28 午で 0 歳児から 5

歳児は 126名多くなっている。保育所入所申請増加の要因は多々あるが、保育士を確

保しない限り待機児童は滅らない。と考えるがその通りですか。 
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答弁  もっとも大きな要因はそこだと考えている。 

質問  平成 27年 1月 14日に厚生労働省から「保育士確保プラン」が公表されています

が、その中に、人材育成として「保育士修学資金貸付」があり、その内容は、実施主

体は都道府県で貸付金は月額 5万円以内（2 年間を限度）・入学準備金 20万円以内・

就職準備金 20万円以内を加算する。 補助率は国 4分の 3・県 4 分の 1。貸付を受け

た者が、指定保育士養成施設卒業から 1年以内に保育士登録を行い、修学資金の貸付

を受けた都道府県の区域内等の保育所等において保育士として 5年以上従事したとき

は修学貸付金の返還を免際する制度で、福岡県も平成 29 年度から導入する事に成っ

います。但し、この制度では、福岡県内のどの自治体、公立・私立の保育所に就職し

ても適用されますので、これに合わせて、飯塚市独自で 「飯塚市内の指定保育士養成

施設に修学し卒業後保育士登録を行い、飯塚市内の私立の保育所に就職し 5年間以上

勤務すれば貸付金返還を免隣する月額 2万円から 3万円程度を貸付する制度」を導入

して、保育士確保の政策を行う考えはありませんか。 

答弁  提案されたことを含め、実質的な待機児重解消に向けて取組でいかなければなら

ないと考えている。 

（例えば、飯塚市にある近畿大学九州短期大学の年間授業料は、1学年時約 110万円で

す。この制度を飯塚市が導入し貸付金を月額 2万円とした場合、県の 5万円と併せれば、

月額 7万円となり、年間で県 60万円・市 24 万円、合計 84万円の貸付金となります。 

進学を希望する人たちへの既成とともに、飯塚市の市立保育所の保育士確保につなが

り待機児童の解消に確実に効果があると考えます。） 

街づくり協議会の活動について一般質問 

（鯰田の買い物ワゴンバスを各地区で活用を） 
質問 鯰田地区には線路が 1つ、バス路線が 3 つありますが、鯰田地区のまちづくり協

議会では、昨年、週の土曜日の 1日、地域内に数か所停留所を設け、スーパー川食鯰

田店・一太郎・ナフコ頴田店を回る。買い物ワゴンバス 1台を使う実証実験を行いま

した。 

その結果、評判が良く、買い物難民対策として平成 29 年度は 1 年間を通じて、この

買い物ワゴンバスの運行を計画しています。 

市内にある 12 地区のまちづくり協議会のそれぞれの特徴を出しあって補完しあって

まちづくりをやっていくべきだと思っていますが、今後は、どのように取組くむ考え

ですか。 

答弁 鯰田地区のまちづくり協議会の活動状況は把握している。この活動は福岡県にお

いても注目されている取組で、市内にでも同様な動きを始める地区が出てきている。 
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市内各地区では色々な取組を行っている、今後はまちづくり協議会どうしの交流を図

りながら、意見交換を行い地域の活性化を進めて行きたい。 

質問  指定管理者制度を導入して、まちづくり協議会の運営を考えているとのことです

が、考え方を説明して頂きたい。 

答弁  地区公民館をまちづくり協議会の活動の拠点と考えている。今後、協議を重ねて

地域にとってより良い形での運営となるように検討していきたい。  

新市庁舎が完成しました 
平成 29年 3月 4日(土)新市庁舎の完成落成式が行われました。 

建設から 50 年が経過し老朽化した現庁舎の建替計画の検討委員会が、平成 23年に設

置され、平成 27 年 3 月から新庁舎建設が始まりましたが、2 年間の工事期間を経てこ

の度、新庁舎が完成しました。 

新庁舎の建設には、市議会では特別委員会を設置して、各先進都市の庁舎の視察を重

ね、市民が市役所に来庁して利用しやすい機能・窓口の配置を念頭に置いて設計するこ

とを行政に要望を行いました。また、個人情報保護の観点から誰もが業務を行っている

場所に入れないように安全面にも気を配ったレイアウトを要望しました。 

新庁舎の正式な稼働は、5月 8日（月）からとなります。2階にはカフェ、8階には食

堂が設けられています。窓口に用事のない方も利用できますので是非一度は見学をして

下さい。（尚、現庁舎は、市庁舎に引越し後、解体され駐車場として整備されます。） 

 

 


